
 

議案第２２号 

 

   平成３１年度加西市産業団地整備事業特別会計予算について 

 

 平成３１年度加西市産業団地整備事業特別会計予算を、別紙のとおり定める。 

 

  平成３１年２月２７日提出 

 

                         加西市長 西 村 和 平     



 

 

 

平成３１年度  

 

 

加西市産業団地整備事業特別会計予算  
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平成３１年度加西市産業団地整備事業特別会計予算 

 

 

平成３１年度加西市産業団地整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，１１３，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」 

による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により、債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」

による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入最高額

は、１，０００，０００千円と定める。 

 

 

平成３１年２月２７日提出 

 

 

加西市長 西 村 和 平   
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第　 3

3,000

1

75 繰 入 金 27,00

年

0

5 一 般 会

度

計 繰 入 金 27,000

　

90 市 債 6

歳

63,000

　

5 市 債 663,00

入

0

歳　　

　

入　　合　　計 1,1

歳

13,000

１ 　出　予　算
歳　　入

　
(単位　

表
千円)

款 項 金　　　　

　

　　額

（産業団地整備

　

事業特別会計）

　

65 財 産 収 入 42

平

3,000

成

10 財 産 売 払 収 入 42
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歳　 (

　計 1,113,00

単

0

位　千円)

款 項 金

　

　　　　　　額

（産業

出

団地整備事業特別会計）

10 産 業 団 地 整 備 費 1,113,000

5 産 業 団 地 整 備 費 1,113,000

歳　　出　　合　
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第２表 債務負担行為 

 

事    項 期 間 限 度 額 

産業団地造成・道路工事 

（１－２工区） 
H32 ６８０,４００千円  

産業団地造成・道路工事監理業務委託 H32 ２０,５００千円  

兵庫県土地開発公社先行取得用地費 

（１－１工区） 
H32～H36 

５０５,８００千円  

利子、事務費加算   

兵庫県土地開発公社事業資金借入に係る 

債務保証（１－１工区） 

借入の日より 

履行の日まで 

５０２,２００千円  

利子加算      
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第３表 地方債  

 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利 率 償還の方法 

産業団地整備事業 ６６３，０００ 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

４.０％ 

 

以 内 

 

 

借入の翌日から
据置期間を含め 30

年以内に半年賦元
利均等又は元金均
等償還。借入先の融
通条件があるとき
は、これに従うこと
ができる。ただし、
市財政の都合によ
り償還期限を短縮
し、もしくは繰上償
還又は低利債に借
換えすることがで
きる。 
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加西市産業団地整備事業特別会計予算に関する説明書  
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平成 出

23,000

予

75 繰 入 金 27,

算

000 0 27,000

事

90 市 債

項

663,000 0 66

別

3,000

明

歳　　入　　合　

細

　計 1,113,00

書

0 0 1,113,00

１

0

3
　総　括

(歳　 入)

1

(単位

年

　千円)

款 本年度予算

度

額 前年度予算額 比　　

　

　　　　較

（産業団地

歳

整備事業特別会計）

入

65 財 産 収

歳

入 423,000 0 4
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(歳

歳　　出　　合　　計 1,113,000 0 1,113,0

款

00

本　　年　　

　

度 前　　年　　度
比　

 

　　　較
予　　算　　

出

額 予　　算　　額

（産

)

業団地整備事業特別会計）

10 産 業 団 地 整 備 費 1,113,000 0 1,113,000
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(

　　の　　他

（産業団

単

地整備事業特別会計）

位

0 663

　

,000 423,00

千

0 27,000

円

0 663,0

)

00 423,000 2

本

7,000

　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県 支 出 金 地　　方　　債 そ
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2 歳

財

00 0 423,000

産収

計 423,000 0

入

423,000

（

（款）75繰入

項

金 （項） 5 一般会計繰

）

入金

1

5 一 般 会 計 繰

0

入 金 27,000 0 2

財

7,000

　

産

計 27,

売

000 0 27,000

払

（款）9

収

0市債 （項） 5 市債

入

20 産業団地整備事業債 663,000 0 663,000

計 663,00

　

0 0 663,000

目
本　　年　　度

入

前　　年　　度
比　　

（

　　　較
予　　算　　

款

額 予　　算　　額

（産

）

業団地整備事業特別会

6

計）

5 不 動

5

産 売 払 収 入 423,0
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位　

5 一般

千

会計繰入金 27,00

円

0 ・一般会計繰入金 2

）

7,000

節
説

5 産

　

業団地整備事業 663

　

,000 ・産業団地整

　

備事業債 663,00

　

0
債

　　　　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　額

（産業団地整備事業特別会計）

5 土 地 売 払 収 入 423,000

（

・土地売払収入 423

単

,000
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3 歳

　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

（産業団地整備事業特別会計）

663,000 423,000 27,0005 産 業 団 地 整 備 費 1,113,000 0 1,113,000

（款

　

）10産業団地整備費

　

（項） 5 産業団地整備

出

費

目
本　年　度 前　年　度

計 1,113,

比

000 0 1,113,

　

000 663,000

　

423,000 27,

　

000

較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源
一般財源予　算　額 予　算
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位

 9  旅費 352

　

3 職 員 手 当 等 8,98

千

8      

円

 ・普通旅費 352

）

  11  需

節

用費 585
4 共 済 費

説

3,870  

　

     ・消耗品費

　

485
   

　

   ・印刷製本費 1

　

00
9 旅 費 352

　

  13  委

　

託料 141,951

　

      ・

　

調査測量委託料 124

　

,000
11需 用 費

　

585    

　

   ・設計委託料 2

　

,919
  

　

    ・工事監理委

明

託料 15,032
1

区

3委 託 料 141,95

　

1   14 

　

 使用料及び賃借料 5

　

2
     

　

 ・通行料及び駐車料

　

52
14使用料及び

分

賃借料 52  

金

 15  工事請負費

　

453,600

　

      ・工事

額

請負費 453,600

（

15工 事 請 負 費 45

産

3,600  

業

 17  公有財産購

団

入費 356,520

地

      ・

整

用地購入費 356,5

備

20
17公 有 財 産 購

事

入 費 356,520

業

  19  負

特

担金補助及び交付金 7

別

,198
  

会

    ・転用決済金

計

負担金 7,000
1

）

9負担金補助及び交付

2

9,105  

給

     ・下水道事

料

業補助金 198
金

1

  22  補償

2

補填及び賠償金 124

,

,500
  

2

    ・補償費 12

3

4,500
22補償

5

補填及び賠償金 124,500   24  投資及び出資金 1,242
      ・下水道

【

事業出資金 1,242

加

24投 資 及 び 出 資 金

西

1,242

イ

【職員給与等

ン

】 27,000

タ

   2  給料

ー

12,235

産

      ・職員給

業

料 12,235

団

   3  職員手

地

当等 8,988

（

整

      ・職員

備

手当 8,988

事

   4  共済費

業

3,870
 

】

     ・職員共済

1

組合負担金 3,846

,

      

0

・公務災害補償基金負

8

担金 24
  

6

19  負担金補助及

単

,

び交付金 1,907

0

      ・

0

職員退職手当組合負担

0

金 1,897
      ・職員互助会負担金 10
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報    酬 給    料 職員手当 計

（千円） （千円） (千円) （千円）

本年度 3 12,235 8,208 20,443 3,870 24,313

前年度

比  較 3 12,235 8,208 20,443 3,870 24,313

管 理 職 時間外勤務 特殊勤務 期末勤勉

手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 876 960 136 72 1,134 5,030 8,208

前年度

比  較 876 960 136 72 1,134 5,030 8,208

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 説          明

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

その他の増減分

給  与  費  明  細  書

職員数

給 与 費

１．一 般 職

共 済 費
（千円）

区  分
合    計
（千円）

（１）総  括

備      考

職員手当

給　料

職員手当

区  分

増減額 (千円)

---

---

扶養手当

増減事由別内訳（千円）

計
夜勤手

当
地域手当

備    考

住居手当

そ　　の　　他

制度改正に伴う
増　　減　　分

通勤手当
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（３）給料及び職員手当の状況

     ア．職員１人当り給与

     イ．初  任  給

     ウ．級別職員数

---

---

国 の 制 度

３１年１月１日現在

３０年１月１日現在

区      分
級

１  級

２  級

３  級

４  級

大 学 卒

高 校 卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

３１年１月１日現在

３０年１月１日現在

区 分

平均給料月額（円）

157,000

平均給与月額（円）

---

---

---

---

---

---

区      分

185,700

行政職

      （円）

148,600

180,700

行政職

      （円）

平 均 年 齢 （歳）

行  政  職

５  級

６  級

７  級

８  級

８  級

行      政      職

構成比（％）

計

職員数（人）

４  級

５  級

６  級

７  級

計

１  級

２  級

３  級
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     （級別の標準的職務内容）

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級 ５  級 ６  級 ７  級 ８  級

     エ．昇給

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５以上（人）

     オ．期末手当・勤勉手当

職制上の段階

職務の級等に

６月(月分) 12月(月分) よる加算措置

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 ---

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

     カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
(支給率等)

     キ．地域手当

     ク．その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

備    考

---

1

2

100.0

行政職

3

3

比率　　（Ｂ）／（Ａ）         （％）

前年度

職員数（Ａ）　　　　　 　　 　 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　　  （人）

号給数別内訳

比率　　（Ｂ）／（Ａ）         （％）

部長主任 係長 課長補佐 課長主事 主事

区    分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)

行 政 職 主事補

区                        分

本年度

職員数（Ａ）　　　　　 　　 　 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） 　　　  （人）

号給数別内訳

備 考
その他の

加算措置等

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

―

最高限度区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

持家　２,０００円

全地域

国の制度との異同

同　じ

47.709 47.709

支給対象地域

24.586875 33.27075

      基 づ く 支 給 率 （％）
0%

      国 の 指 定 基 準 に

同じ

―支　　　給　　　率（％）

支 給 対 象 職 員 （人）

異なる

差異の内容
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